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３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1000004 東京都千代田区大手町１

９４ 大手町フィナンシャルシティ ノー
スタワー 株式会社日本政策金融公庫 管財
部契約課 齊藤 洋 電話0332701552
 入札説明書の交付方法 本公告の日から、
原則として電子メールにより交付する。交付
を希望する者は、次の内容の電子メールを、
管財部契約課アドレス（pnbid‑k@jfc.go.jp）
に送信し、担当者まで電話連絡を行うこと。
ア 電子メールの標題に、「入札公告第30
137号に係る入札説明書交付希望」と記載
する。
イ 電子メールの本文に、次の内容を記載す
る。
 入札件名「中小企業事業におけるリ
ファレンスシステムの導入」
 交付申請者の住所、氏名、電話番号、
メールアドレス（交付申請者が法人の場
合は、住所、法人名、担当部署、担当者
氏名（役職）、電話番号、メールアドレ
ス）
公庫が当該電子メールに入札説明書を添付
したうえで交付申請者に返信することによ
り、入札説明書を交付する。なお、窓口での
直接交付を希望する者に対しては、上記３
の交付場所にて交付を行う。（上記３におけ
る「日本公庫エントランス１階総合受付」に
上記３の担当名及び当該案件に係る入札説
明書交付希望の旨を伝えること。）
 入札書の提出期限 平成30年６月28日（木）
12時00分（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 平成30年６月29日
（金）10時00分 大手町フィナンシャルシティ
ノースタワー14階 1401会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争
に参加する者は、封印した入札書のほかに入
札説明書に示す総合評価のための性能、機能、
技術等に関する書類をそれぞれ入札説明書で
指定した期日までに提出しなければならな
い。また、契約担当者から当該書類に関し説
明を求められた場合は、それに応じなければ
ならない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書及び入札に関する条件に違反した入札書は
無効とする。
 契約書の作成の要否 要
 落札者の決定方法 総合評価落札方式とす
る。に従い必要な書類を提出した入札者で
あって、本公告２の競争参加資格をすべて満
たし、当該入札価格があらかじめ決定してあ
る予定価格の制限の範囲内である者のうち、
入札説明書等で定める総合評価の方法をもっ
て落札者を決定する。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Contracting entity : Sayuri Shimamoto,

Head, Property Administration Departm‑

ent, Japan Finance Corporation

 Classification of the services to be pro‑

cured 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Introduction of reference system

in small and medium enterprise business

unit (system development, software pur‑

chase, maintenance), 1 Set

 Fulfillment period : refer to the tender do‑

cumentation.

 Time‑Limit for tender : 12 : 00 28 June

2018

 Contact point for the notice : Hiroshi

Saito, Property Administration Departm‑

ent, Japan Finance Corporation, 194
Otemachi, Chiyoda‑ku, Tokyo, 1000004,
Japan TEL 0332701552

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年５月８日
日本年金機構本部 調達部長 影内 聡志

◎調達機関番号 428 ◎所在地番号 13
〇第 10 号
１ 調達内容
 品目分類番号 ６、71、27
 調達等件名及び数量 年金振込通知書の作
成及び発送準備業務（平成30年８月定期支払
分） 予定数量14994000件
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。

 委託期間 契約締結日から平成30年８月７
日まで
 納品場所 日本年金機構が指定する場所
２ 競争参加資格
 当該契約を締結する能力を有しない者及び
破産者で復権を得ない者に該当しない者であ
ること。ただし、未成年者、被保佐人又は被
補助人であって、契約締結のために必要な同
意を得ている者は除く。
 日本年金機構の調達において、次のいずれ
かに該当し、かつその事実があった後３年（日
本年金機構から競争参加資格停止措置を受け
ている場合はその期間）を経過していない者
でないこと。また、その者を代理人、支配人
その他の使用人として使用する者又は入札代
理人として使用する者についても、同様とす
る。
 契約の履行に当たり故意に工事若しくは
製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは
数量に関して不正の行為をしたとき。
 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正
な価格を害し若しくは不正の利益を得るた
めに連合したとき。
 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契
約を履行することを妨げたとき。
 監督又は検査の実施に当たり職員の職務
の執行を妨げたとき。
 正当な理由がなくて契約を履行しなかっ
たとき。
 上記により一般競争に参加できないこと
とされている者を契約の締結又は契約の履
行に当たり、代理人、支配人その他の使用
人として使用したとき。

 平成28・29・30年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」又は「物
品の製造」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格付けさ
れ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有す
る者であること。
 当該業務又は類似の業務を相当量完了した
実績を有している者であること。
 当該業務を確実に実施できると証明した者
であること。
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他、入札説明書に定める資格を有する
者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札説明書の配付方法及び問い合わせ先
日本年金機構ホームページ・調達情報から
ダウンロードすること。
〒1688505 東京都杉並区高井戸西３

５24 日本年金機構本部調達部契約グルー
プ 市川 良介 電話0353441100
 業務説明会の日時及び場所 平成30年５月
14日午前11時00分 東京都杉並区高井戸西
３５24 日本年金機構本部ビル１階 入
札室
※上記３にて入札説明書及び仕様書を受領
し持参のうえ参加すること。
※業務説明会への参加を希望する場合は、５
月11日午後５時00分までに参加申込をする
こと。
申込先 日本年金機構本部年金給付部給付
業務調整室給付業務委託グループ 電話
0353441100 内線2112

 入札期限及び場所 平成30年７月３日午前
11時00分 東京都杉並区高井戸西３５24
日本年金機構本部調達部契約グループ

 開札の日時及び場所 平成30年７月４日午
後２時00分 東京都杉並区高井戸西３５
24 日本年金機構本部ビル１階 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加する者は、平成30年６月15日午前11時ま
でに個人情報保護にかかる事前審査用提出書
類等を提出し、競争参加資格に関する証明書
等を平成30年７月３日午前11時までに提出し
なければならない。入札者の競争参加資格に
関する証明書等は日本年金機構において審査
するものとし、採用し得ると判断された場合
の入札書のみを落札決定の対象とする。入札
者は、開札日の前日までの間において、日本
年金機構から当該書類等に関し説明を求めら
れた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札の条件に違反した入札は無効
とする。
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